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【Ⅲ．指標による評価】
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概ね
達成

　新型コロナウイルスの影響で300万円未満の家庭の割合が高くなっている。引き続き大分県母子家庭等就業・自立支援センターでの就業相談や職業
のあっせん等、一貫したきめ細やかな就業支援を行う。なお、R4年度実績が未確定のため、目標値及び実績値はR3年度の数値を記載している。

概ね
達成

母子家庭等自立支援給付金を利用して資格取得のた
めに修学した人の就職率（％）

①② H30 85.7
100
(R3)

達成
不十分

　看護師等の資格取得期間中の生活費に係る母子・父子家庭自立支援給付金を利用した方に、就職につながるきめ細かなフォローアップを行ったが、
目標値には届かなかった。なお、R4年度実績が未確定のため、目標値及び実績値はR3年度の数値を記載している。

母子家庭のうち年間就労収入が300万円未満の家庭の
割合（％）

①② H30 83.7
80.7
(R3)
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取組№

基準値 ４年度 目標達成度（％）

年度 基準値 目標値

評価 理　　　　由　　　　等 平均評価

取組№ ① ② ③

取組項目 子どもの貧困対策の推進 ひとり親家庭への支援 障がい児への早期支援の取り組みの強化

施策評価調書（４年度実績）
施策コード Ⅰ－１－（４）

政策体系

　施策名　子どもの貧困対策やひとり親家庭・障がい児へのきめ細かな支援 所管部局名 福祉保健部 長期総合計画頁 25

　政策名　
一人ひとりの子どもが健やかに生まれ育つ温かい社会づくりの推進
～子育て満足度日本一の実現～

関係部局名 福祉保健部



【Ⅳ．指標以外の観点からの評価】 【Ⅴ．施策を構成する主要事業】

①

②

【Ⅵ．施策に対する意見・提言】

【Ⅶ．総合評価と今後の施策展開について】

Ｂ

・母子家庭等自立支援給付金を利用して資格取得をしたひとり親に対して、電話による聞き取りを行うなど、就職活動中のきめ細かな支援をより充実させる。
・困難な生活環境にある子どもの居場所を確保するため、子ども食堂の新規立上げや運営安定化を支援するほか、新たな取り組みとして、食事提供や学習支援の
みならず生活習慣の形成も支援する児童育成支援拠点を設置する市町村に対し助成する。
・「大分県ひとり親と困難な生活環境にある子どもの支援計画」において目標値を定めて、子どもの貧困対策及びひとり親家庭の生活の安定と向上を推進する。
・発達障がい児の成長段階に応じた切れ目ない支援体制構築のため、保護者等の相談支援や支援先の受け入れ調整等を行うコンシェルジュを各圏域に配置す
る。
・医療的ケア児等が地域で適切な支援を受けられる環境を整えるため、ワンストップで相談ができるセンターを運営するほか、災害時等に備えた設備整備を継続支
援する。

○新型コロナウイルス対策特別委員会 提言書　(R5.3）
・経済的な困難を抱える子育て家庭の「食」については急を要する課題であり、コロナ禍で現物
給付の必要性が明確となった。子ども食堂やフードバンクなど「食」を通じたセーフティネットにつ
いて、迅速で充実した支援が必要である。

○大分県自立支援協議会（R4.11）
・医療的ケア児等コーディネーター養成研修は終了したが、これまで養成した方の異動
や退職もあるので、新たな方の養成研修についても実施をお願いしたい。

総合評価 施策展開の具体的内容

③

・保護者や保育所等からの相談対応及び当該児童に関する支援先の
受入調整を行うコンシェルジュを各圏域に配置した。
・発達障がい児の診断等ができる小児科医等の養成研修（2回、累計91
名）や、保護者が障がいや子どもへの関わり方を学ぶ研修（地域別15
回、参加者144名）等を実施した。
・医療的ケア児が適切な支援を受けられるよう、支援者の養成（累計63
名）やサービスを提供する医療機関等への助成（2件）を実施した。
・災害時に備えた非常用電源整備の経費を補助（11市町村51名）した。

②

・就職に役立つ資格取得を目指すひとり親に対する高等職業訓練促進
資金貸付を実施することにより、ひとり親の経済的自立を支援すること
ができた。
（貸付件数　R4:18件）

障がい児発達支援早期利用促進事業 100.0 29

発達障がい児地域支援体制整備事業 97.5 29

取組
№

指標以外の観点からの評価
取組
№

事業名（４年度事業）
事務事業評価

 成果指標の達成率（％） 掲載頁

①
・子どもの貧困対策推進のため、子どもの居場所運営者と関係機関に
よる連絡会を設置し、地域ネットワークの形成を支援することができた。
（連絡会開催回数　R4：6回）

子どもの居場所づくり推進事業 124.7 28

ひとり親家庭等自立促進対策事業 171.7 28

③

医療的ケア児等支援推進事業 83.3 29


